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令和２年度日本語教師の資格創設に係る状況調査 調査票（文化庁） 

 

 

 本調査は、文化庁国語課がイノベーションデザイン＆テクノロジーズ株式会社に依頼

して実施する、国内の日本語教師に関する状況調査です。 

 この調査は、文化審議会国語分科会において令和２年３月に取りまとめられた「日本

語教師の資格の在り方について（報告）」に基づき、文化庁にて検討を進めている日本

語教師の資格整備に関する基礎資料として用いることを目的に行う、今年度限りの調査

です。 

つきましては、別紙「令和２年度日本語教師の資格創設に係る状況調査 記入要領」

も御参照の上、回答に御協力をお願いいたします。 

 なお、いただいた回答は資格整備に関する内部検討に使わせていただくもので、個人情報

及び個別の機関等の情報を公表することはございません。 

 

 ２ページと、３ページ問(1)-1、８ページ問(2)-１は全ての方に御回答をお願いします。 

 調査や回答方法について御不明な点等がございましたら、委託先（下記の返送先参照）ま

でお問合せください。 

（本調査の詳細は文化庁ＨＰ「日本語教師の資格に係る状況調査の概要」へ 
→ https://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/92591701.html) 

 

 

返 送 先：イノベーションデザイン＆テクノロジーズ株式会社  

担  当：金子，秋山 

住  所：〒362-0053 上尾市戸崎 513-3  

Eメール： nihongo@idet.co.jp 

電話番号：048-676-5577（受付時間/月～金9:30～18:00 土日祝日除く） 

FAX 番号：048-725-7714   

回答締切：令和２年１１月２０日（金）必着 
※集計の都合上, 文化庁ＨＰで調査票エクセルファイルをダウンロードいただき，E メール
に添付して上記回答送付先まで送信いただきますよう御協力をお願いいたします。 
(https://www.bunka.go.jp/tokei_hakusho_shuppan/tokeichosa/excel/92591701_03.xls) 

 
※上記によりがたい場合は，同封の返信用封筒に本調査票を封入して御投函ください。 
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令和２年３月１日時点の状況に基づき、以下の項目に御回答ください。 
 
所在地・機関種について 

 
■全機関/団体が御回答ください。 
 
問 1 貴機関/貴団体の所在地（都道府県名）について教えてください。 

 

 
問２ 貴機関/貴団体の機関種について教えてください。 

（一番当てはまると思うものを一つだけ選択） 
１ 大学・大学院 国立 □ 

公立 □ 
私立 □ 

２ 短期大学 公立 □ 

私立 □ 
３ 高等専門学校 国立 □ 

公立 □ 
私立 □ 

４ 法務省告示機関※1 

 
専修学校 □ 
各種学校 □ 
その他の日本語教育機関 □ 

５ 専修学校（法務省告示機関以外） □ 
６ 各種学校（法務省告示機関以外） □ 

７ 地域日本語教室※2 

 
地方公共団体 □ 
国際交流協会 □ 
その他 □ 

８ その他（１～７以外）の日本語教育
機関 

特定非営利活動法人 □ 
学校法人・準学校法人 □ 
株式会社・有限会社 □ 
社団法人・財団法人 □ 
その他の法人 □ 
任意団体（個人立など） □ 

※１：本調査における「法務省告示機関」は、法務省が告示をもって定める日本語教育機関を指
します。 

※２：本調査における「地域日本語教室」は、日本語を母語としない人（外国人等）を対象とし
た日本語教育の取り組みを実施している日本語教室とします。 

  また、日本語教室等で教えている指導者のグループが任意団体であっても、当該教室があ
くまでも地方公共団体主催の場合は「７．地方公共団体」、地方公共団体等は協力や支援
のみで主催ではない場合は「８．その他の日本語教育機関」を選択してください。 
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（１）外国人等日本語学習者に対する日本語教育を行う機関・団体について 
 
■全機関/団体が御回答ください。なお、以下の設問の回答に当たっては、p.２問２の
情報に基づいて御回答ください。 

 
問(1)-１ 貴機関/貴団体では、外国人等日本語学習者※３に対する日本語教育※４を行って
いますか。 
１ 行っている □ ⇒問(1)-２へ 
２ 行っていない □ ⇒問(2)-１へ 

※３：本調査において「日本語学習者」とは日本語を学ぶ者のことを指します。 
※４：本調査において「日本語教育」とは、『日本語教育の推進に関する法律』第２条の「外国人

等が日本語を習得するために行われる教育その他の活動（外国人等に対して行われる日本
語の普及を図るための活動を含む。）」を指します。 

 
■問(1)-１で「行っている」と回答した機関/団体は、問(1)-２に御回答ください。 

問(1)-１で「行っていない」と回答した機関/団体は、問(2)-１にお進みください。 
 
問(1)-２ 貴機関/貴団体で日本語教育を受けている日本語学習者の数を教えてください。 
１ ～10 人 □ 
２ 11 人～30 人 □ 
３ 31 人～50 人 □ 
４ 51 人～70 人 □ 
５ 71 人～100人 □ 
６ 101 人～150人 □ 
７ 151 人～200人 □ 
８ 201 人～250人 □ 
９ 251 人～500人 □ 
10 501 人以上 □ 

 
問(1)-３ １クラス（１教室）における平均日本語学習者数を教えてください。 
１ ～５人 □ 
２ ６人～10 人 □ 
３ 11 人～20 人 □ 
４ 21 人～30 人 □ 
５ 31 人～40 人 □ 
６ 41 人～ □ 

 
問(1)-４ 貴機関/貴団体で教えている日本語教師※の雇用形態について教えてください。 
１ 常勤によるもの 人 
２ 非常勤によるもの 人 

※：本調査における「日本語教師」とは、『日本語教育の推進に関する法律』第 21条の「日本語
教育に関する専門的な知識及び技能を必要とする業務に従事する者」であり、常勤または非
常勤によるものを指します。（ボランティアによるものは本調査の対象外とします） 

 
問(1)-５ 貴機関/貴団体で教えている日本語教師の年代別・男女別の数を教えてください。 
年代 10 代 20 代 30 代 40 代 50 代 60 代 70 代 80 代以上 
男 人 人 人 人 人 人 人 人 
女 人 人 人 人 人 人 人 人 

 
問(1)-６ 貴機関/貴団体で教えている日本語教師の国籍及び母語を教えてください。 
母語/国籍 日本(の国籍) 日本以外の国籍 
日本語(を母語) 人 人 
日本語以外の言語(を母語) 人 人 
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問(1)-７ 貴機関/貴団体で教えている日本語教師の最終学歴を教えてください。 
１ 学士 人 
２ 準学士 人 
３ 短期大学士 人 
４ 修士 人 
５ 博士 人 
６ 専門士・高度専門士 人 
７ 高校卒業 人 
８ 不明 人 
９ その他 人 

 
問(1)-８ 貴機関/貴団体で採用した日本語教師に対する採用後の研修※について教えてく

ださい。 
１ 研修を実施している □ 
２ 研修を実施していない □ 

※：本問における「研修」とは、貴機関/貴団体が実施する教育能力の向上を目的とするものを
指します。 

 
■問(1)-４で「常勤」を選択した機関/団体は以下の質問に御回答ください。 

問(1)-４で「常勤」を選択しなかった機関/団体は、問(1)-12 にお進みください。 
 
問(1)-９ 日本語教師（常勤）の年収（税込）について教えてください。 
１ 100 万円未満 人 
２ 100 万円以上 200 万円未満 人 
３ 200 万円以上 300 万円未満 人 
４ 300 万円以上 400 万円未満 人 
５ 400 万円以上 500 万円未満 人 
６ 500 万円以上 600 万円未満 人 
７ 600 万円以上 700 万円未満 人 
８ 700 万円以上 800 万円未満 人 
９ 800 万円以上 900 万円未満 人 
10 900 万円以上 1000 万円未満 人 
11 1000 万円以上 人 

 
問(1)-10 日本語教師（常勤）の実労働時間数について教えてください。（当該機関のみにお

ける勤務回数のみを計上） 
１ １週間に５時間未満 人 
２ １週間に５時間以上 10 時間未満 人 
３ １週間に 10時間以上 20 時間未満 人 
４ １週間に 20時間以上 30 時間未満 人 
５ １週間に 30時間以上 40 時間未満 人 
６ １週間に 40時間以上 50 時間未満 人 
７ １週間に 50時間以上 60 時間未満 人 
８ １週間に 60時間以上 人 

 
問(1)-11 日本語教師（常勤）の勤続年数について教えてください。 
１ １年未満 人 
２ １年以上３年未満 人 
３ ３年以上５年未満 人 
４ ５年以上 10年未満 人 
５ 10 年以上 15年未満 人 
６ 15 年以上 20年未満 人 
７ 20 年以上 人 
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■問(1)-４で「非常勤」を選択した機関/団体は以下の質問に御回答ください。 
問(1)-４で「非常勤」を選択しなかった機関/団体は、問(1)-17 にお進みください。 

 
問(1)-12 日本語教師（非常勤）の給与形態について教えてください。（複数回答可） 
１ 月給制（基本給＋手当） □ 
２ 年俸制 □ 
３ 時給制 □ 
４ 授業コマ数（授業回数×単価） □ 
５ その他 □ 

 
問(1)-13（問(1)-12「３．時給制」と回答した場合）日本語教師（非常勤）の１時間当たり

の単価について教えてください。 
１ 1000 円未満 人 
２ 1000 円以上 2000 円未満 人 
３ 2000 円以上 3000 円未満 人 
４ 3000 円以上 4000 円未満 人 
５ 4000 円以上 5000 円未満 人 
６ 5000 円以上 人 

 
問(1)-14（問(1)-12「４．授業コマ数」と回答した場合）日本語教師（非常勤）の１コマ当

たりの単価について教えてください。 
１ 1000 円未満 人 
２ 1000 円以上 2000 円未満 人 
３ 2000 円以上 3000 円未満 人 
４ 3000 円以上 4000 円未満 人 
５ 4000 円以上 5000 円未満 人 
６ 5000 円以上 人 

 
問(1)-15 日本語教師（非常勤）の実労働時間数について教えてください。（当該機関のみに

おける勤務回数のみを計上してください） 
１ 月に１回 人 
２ １週間に５時間未満 人 
３ １週間に５時間以上 10 時間未満 人 
４ １週間に 10時間以上 20 時間未満 人 
５ １週間に 20時間以上 30 時間未満 人 
６ １週間に 30時間以上 40 時間未満 人 
７ １週間に 40時間以上 50 時間未満 人 
８ １週間に 50時間以上 60 時間未満 人 
９ １週間に 60時間以上 人 

 
問(1)-16 日本語教師（非常勤）の勤続年数について教えてください。 
１ １年未満 人 
２ １年以上３年未満 人 
３ ３年以上５年未満 人 
４ ５年以上 10年未満 人 
５ 10 年以上 15年未満 人 
６ 15 年以上 20年未満 人 
７ 20 年以上 人 
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■問(1)-１で「行っている」と回答した機関/団体は以下の質問に御回答ください。 
問(1)-1 で「行っていない」と回答した機関/団体は問(2)-１にお進みください。 

 
問(1)-17 日本語教師の採用要件について教えてください。（複数回答可） 
１ 日本語教育能力検定試験の合格 □ 
２ 学士の取得 □ 
３ 準学士の取得 □ 
４ 短期大学士の取得 □ 
５ 修士の取得 □ 
６ 専門士・高度専門士の取得 □ 
７ 大学等の日本語教師養成課程（主専攻） □ 
８ 大学等の日本語教師養成課程（副専攻） □ 
９ 文化庁届出受理日本語教師養成研修 □ 
10 教育職員免許の取得 □ 
11 語学力 □ 
12 海外経験 □ 
13 日本語教師としての経験 □ 
14 日本語教師以外の社会経験 □ 
15 IT スキル □ 
16 特に無し □ 
17 その他 □ 

 
問(1)-18 日本語教師に関して抱えている課題について教えてください。（複数回答可） 
１ 日本語教師の数が足りない □ 
２ 質の高い日本語教師が確保できない □ 
３ 日本語教師に対する研修を行う余裕がない □ 
４ 日本語教師の能力を測る客観的な基準がない □ 
５ 主任教員の確保が難しい □ 
６ 採用した日本語教師に適切なキャリアパスを提供できない □ 
７ 教師の入れ替わりが激しい □ 
８ 教師の高齢化 □ 
９ その他（自由記述） 
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（２）日本語教師の養成・研修を行う機関・団体について 
 
■全機関/団体が御回答ください。なお、以下の設問の回答に当たっては、p.２問２の情
報に基づいて御回答ください。 

 
問(2)-１ 貴機関/貴団体では、日本語教師の養成・研修を行っていますか。 
１ 行っている □ ⇒問(2)-２へ 
２ 行っていない □ ⇒調査は以上で終了です。１ページ目に記載している返送先 

へご提出ください。御協力ありがとうございました。 
 
■問(2)-１で「行っている」と回答した機関/団体は以下の質問に御回答ください。 
問(2)-１で「行っていない」と回答した機関/団体は、調査は以上で終了です。１ページ目
に記載している返送先へご提出ください。 
 
問(2)-２ 貴機関/貴団体の課程は以下のうちどの日本語教師養成・研修課程等に該当しま

すか。（複数回答可） 
１  

日本語教師 
養成 

26 単位以上（大学等） □ 
２ 45 単位以上（大学等） □ 
３ 420 単位時間以上（文化庁届出受理機関） □ 
４  

 
 
現職日本語教師研修 

生活者としての外国人に対する日本語教師初任研修 □ 
５ 留学生に対する日本語教師初任研修 □ 
６ 児童生徒等に対する日本語教師初任研修 □ 
７ 就労者に対する日本語教師初任研修 □ 
８ 難民等に対する日本語教師初任研修 □ 
９ 海外に対する日本語教師初任研修 □ 
10 中堅日本語教師研修 □ 
11 主任教員研修 □ 
12 教育実習のみの研修 □ 
13 日本語学習支援者研修 □ 
14 その他 □ 

 
問(2)-３ 受講者※が課程等の修了に必要な学費について教えてください。 

課程が複数ある場合は、一番学習者の多いコースの学費をもとに御回答ください。
また、大学の日本語教師養成機関（副専攻）の場合は、科目履修に係る学費を記
載してください。 

１ 30 万円未満 □ 
２ 30 万円以上 50 万円未満 □ 
３ 50 万円以上 70 万円未満 □ 
４ 70 万円以上 100 万円未満 □ 
５ 100 万円以上 □ 
６ 無料 □ 

※：本調査において「受講者」とは、日本語教師養成・研修の講座を受ける者のことを指します。 

 
問(2)-４ 受講者が当該課程等の卒業・修了に必要な単位または単位時間数を教えてくださ

い。 

必要単位/単位時間数の合計 単位/  単位時間 
 うち教育実習※に要する時間 単位/  単位時間 

※：本調査における「教育実習」とは、①オリエンテーション、②授業見学、③授業準備、 

④模擬授業、⑤教壇実習、⑥振り返り等を含むものを指します。 
 
問(2)-５ 貴機関/貴団体では、教育実習（教壇実習を含む）を実施していますか。 

１ はい（自機関にて教育実習を実施） □ 
２ はい（連携している機関にて教育実習を実施） □ 
３ はい（自機関及び連携している機関にて教育実習を実施） □ 
４ いいえ □ 
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問(2)-６ （問(2)-５で「はい（連携している機関にて教育実習を実施）」及び「はい（自機

関及び連携している機関にて教育実習を実施）」と回答した場合）連携している
教育実習施設の種類について教えてください。（複数回答可） 

１ 大学、大学院、短期大学、高等専門学校 □ 
２ 法務省告示機関 □ 
３ 法務省告示機関以外の専修学校、各種学校 □ 
４ 地域日本語教室 □ 
５ 外国人技能実習機構に認可された監理団体 □ 
６ 特定技能の登録支援機関 □ 
７ フリースクール・夜間中学 □ 
８ 海外における大学等の教育・研修機関 □ 
９ EPA による外国人労働者受け入れ機関 □ 
10 外国人を雇用する企業・事業所（９に該当するものを除く） □ 
11 その他 □ 

 
■問(2)-５で「はい」と回答した機関/団体は以下の質問に御回答ください。 
問(2)-５で「いいえ」と回答した機関/団体は調査は以上で終了です。１ページ目に記載し
ている返送先へご提出ください。 
 
問(2)-７ 貴機関/貴団体における教育実習の際の１クラス当たりの外国人学習者数につい

て教えてください。 

１ １人～４人 □ 
２ ５人～７人 □ 
３ ８人～10 人 □ 
４ 11 人～20 人 □ 
５ 21 人～30 人 □ 
６ 31 人以上 □ 

 
問(2)-８ 貴機関/貴団体における受講者一人当たりの教壇実習※の担当時間数について教

えてください。 

１ 30 分未満 □ 
２ 30 分以上 60分未満 □ 
３ 60 分以上 90分未満 □ 
４ 90 分以上 □ 

※：教壇実習とは、受講者が現実の日本語学習者に対して，その学習・教育の効果を狙って，実
際に指導を行う活動を指します。 

 
問(2)-９ 直近１年間の受講者の卒業・修了後の進路について教えてください。 

（複数回答可） 

１  
日本語教育を行う機関にて勤務 

大学・大学院等 人 

法務省告示機関 人 

その他の日本語教育機関 人 

２ 日本語教育を行う機関以外の機関（日本語教育に関わる業務） 人 

３ 日本語教育を行う機関以外の機関（日本語教育以外の業務） 人 

４ 進学 人 

５ 海外における日本語教育・研修機関 人 

６ その他 人 

７ 不明 人 

 
 
調査は以上で全て終了です。１ページ目に記載している返送先へご提出ください。御協
力ありがとうございました。 


